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1.  22年5月期の業績（平成21年6月1日～平成22年5月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年5月期 46,784 △19.7 5,380 ― 5,338 ― 3,135 ―
21年5月期 58,269 △10.2 181 △92.0 △37 ― △215 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年5月期 13,438.79 ― 20.8 19.0 11.5
21年5月期 △915.46 ― △1.6 △0.1 0.3

（参考） 持分法投資損益 22年5月期  ―百万円 21年5月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年5月期 28,834 16,962 58.8 70,558.79
21年5月期 27,330 13,212 48.3 57,389.52

（参考） 自己資本   22年5月期  16,962百万円 21年5月期  13,212百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年5月期 941 △332 △2,599 2,659
21年5月期 13,565 △1,005 △8,344 4,649

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年5月期 ― 1,000.00 ― 0.00 1,000.00 232 ― 1.7
22年5月期 ― 500.00 ― 2,200.00 2,700.00 643 20.1 4.2
23年5月期 

（予想）
― 1,500.00 ― 1,500.00 3,000.00 21.1

3.  23年5月期の業績予想（平成22年6月1日～平成23年5月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

27,000 23.3 2,633 42.3 2,572 40.7 1,466 41.3 6,098.84

通期 60,000 28.2 6,080 13.0 6,000 12.4 3,420 9.1 14,227.28
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

（注）詳細は、23ページ「重要な会計方針」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、37ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年5月期 240,400株 21年5月期 240,400株
② 期末自己株式数 22年5月期  ―株 21年5月期  10,178株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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(1）経営成績に関する分析 

当事業年度における我が国経済は、輸出の回復や在庫調整の一巡等を背景に企業収益の改善、経済対策の効果から

個人消費も持ち直す等、景気は緩やかながらも着実に回復してまいりました。しかしながら、所得環境・雇用情勢は

停滞しており、海外経済の下振れ懸念、デフレの長期化等、景気の先行きについては依然不透明な状況にあります。

当不動産業界におきましては、平成21年新設住宅着工戸数が年間80万戸割れになる等、全体的には不況感が払拭で

きない環境下ではありましたが、低金利・住宅ローン減税等の政府の経済対策の効果から購買意欲が喚起され、堅調

な回復が窺われました。 

このような状況下において、当社では「より良いものを、より安く、より早く」の信念のもと、徹底した原価管理

と品質向上に努め、良質な戸建分譲住宅を提供してまいりました。 

業績につきましては、採算性重視の営業戦略を重点施策として推進した結果、利益率が大幅に改善し当社史上最高

の利益を上げることができました。  

この結果、当事業年度における売上高は、46,784百万円（前事業年度比19.7％減）となりました。営業利益は5,380

百万円(前事業年度は営業利益181百万円)、経常利益は5,338百万円（前事業年度は経常損失37百万円）、当期純利益

は3,135百万円（前事業年度は当期純損失215百万円）となりました。 

なお、事業部門別の状況については、当事業年度も本業である戸建住宅を中心とした不動産分譲事業に経営資源を

集中した結果、不動産分譲事業の売上高は46,439百万円（前事業年度比19.7％減）で売上高構成比99.3％、その他事

業の売上高は345百万円（同14.4％減）で売上高構成比0.7％となっております。 

 〇事業部門別売上高             （金額単位：百万円未満切捨、比率単位：％表示未満四捨五入）

  

次事業年度の見通しにつきましては、ＥＵの一部国における財政危機や極東における緊張の高まり等世界経済の下

振れ懸念の日本経済への影響が危惧されますが、当面は、政府の経済対策等の効果を背景に、緩やかな景気回復局面

に向かうことが期待されます。 

不動産業界におきましても、政府の住宅取得推進政策等の効果による市況回復が表れてきておりますが、雇用・所

得環境の回復には当面、時間がかかるものと思料されます。  

このような状況においても、当社は「住まいづくりを通じて地域社会に貢献」の経営理念のもと、「家賃並みでマ

イホームが購入できる」良質で低価格の一次取得者向け住宅の供給を推進してまいります。 

当社の主力事業である戸建分譲事業においては、期末在庫等の状況に鑑み当事業年度から524棟増加の2,030棟(上半

期910棟、下半期1,120棟)の供給を予定しております。また、引き続き土地仕入の厳選化並びに事業サイクルの短縮

化による相応な粗利益の確保、経費削減の実施等収益重視のスタンスで臨んでまいります。 

以上を踏まえ、次事業年度の業績は、売上高60,000百万円(当事業年度比28.2％増)、営業利益6,080百万円(同

13.0％増)、経常利益6,000百万円(同12.4%増)、当期純利益3,420百万円(同9.1%増)を計画しております。 

１．経営成績

事業部門 品目 売上高（百万円） 構成比（％） 前事業年度比（％） 

  戸建住宅   44,803  95.8  △21.0

 不動産分譲事業 宅地分譲   1,636  3.5  42.6

   マンション  －  －  －

  （小計）  46,439  99.3  △19.7

  請負工事   219  0.5  △4.3

その他   賃貸  4  0.0  △51.7

   その他  121 0.2  △26.6

   （小計）  345  0.7  △14.4

合計   46,784  100.0  △19.7
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(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産の状況） 

当事業年度末における資産合計は、前事業年度末比1,504百万円(5.5％)増加し、28,834百万円となりました。 

これは、次事業年度以降の業容拡大並びに優良物件の早期手当によるたな卸資産の増加が主因であります。 

この結果、流動資産が前事業年度比1,122百万円(5.0%)増加、固定資産が前事業年度比382百万円(8.0%)増加いたし

ました。 

（負債の状況） 

当事業年度末における負債合計は、前事業年度末比2,245百万円(15.9％)減少し、11,872百万円となりました。 

これは、支払手形の廃止に伴う支払債務の減少が主因であります。 

この結果、流動負債が前事業年度比1,644百万円(13.7%)減少、固定負債が前事業年度比601百万円(28.7%)減少いた

しました。 

（純資産の状況） 

当事業年度末における純資産合計は、前事業年度末比3,750百万円(28.4％)増加し、16,962百万円となりました。 

これは、主として当期純利益の計上により利益剰余金が前事業年度末比3,020百万円(28.5％)増加したことが主因

であります。 

② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における「現金及び現金同等物」（以下、「資金」という。）は、主に財務活動での使用によって前事

業年度末から1,990百万円減少して2,659百万円となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因等については次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における営業活動の結果、獲得した資金は941百万円（前事業年度は13,565百万円の獲得）となりまし

た。 

これは主に、税引前当期純利益の計上によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における投資活動の結果、使用した資金は332百万円（前事業年度は1,005百万円の使用）となりした。

これは主に、有価証券の取得による支出があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における財務活動の結果、使用した資金は2,599百万円（前事業年度は8,344百万円の使用）となりまし

た。 

これは主に、短期借入金の残高が減少したこと及び長期借入金の返済によるものであります。 
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なお、当社におけるキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

（注）１．各指標の内容については、次のとおりであります。 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．株式時価総額については、期末株価終値×期末発行済株式総数によって算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローについては、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。 

有利子負債については、貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払っている負債（短期借入金、1

年内返済予定長期借入金、長期借入金）を対象としております。 

また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書における利息の支払額を使用しております。 

４．平成20年５月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業キャッシュ・フロ

ーが使用(マイナス)であるため記載しておりません。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当事業年度・次事業年度の配当 

当社では、株主に対する利益の還元を経営上の重要な施策の一つとして位置付けております。 

将来における企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資金を確保しつつ、経営成績に応じた株

主への利益還元を継続的に行なうことを基本方針としております。 

内部留保資金については、優良な事業用地の仕入資金、新規市場における営業基盤の開拓資金等において有効的に

活用してまいります。また、配当性向については、当面20.0%以上を目標にしてまいります。 

平成22年５月期の配当につきましては、１株当たり500円の中間配当に加え、１株当たり2,200円の期末配当を予定

しております。 

 なお、次事業年度の配当金につきましては、1株当たり年3,000円（うち中間配当1,500円）(配当性向21.1％)を予

定しております。 

  平成20年５月期 平成21年５月期 平成22年５月期 

 自己資本比率（％）  36.4  48.3  58.8

 時価ベースの自己資本比率（％）  20.6  21.1  61.6

 債務償還年数（年）  －  0.6  4.9

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  49.9  9.0
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(4）事業等のリスク 

以下において、当社の事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考えら

れる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。 

当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありま

すが、当社の事業等に関する判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて慎重に検討した上で行なわれる

必要があると考えております。 

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであり、不確実性を

内包しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

１．当社の事業内容等に関する事項 

(1) 不動産分譲事業の比率が高いことについて 

当社の売上高構成比率では不動産分譲事業の比率が高く、当事業年度では売上高の99.3％を占めております。 

不動産分譲事業においては、主に戸建住宅の分譲販売を行なっております。 

戸建住宅の販売は購入者の需要動向に左右される傾向にあり、また、購入者の需要動向は景気動向、金利動向、

地価動向及び住宅税制等の影響を受けやすいため、雇用環境の悪化、金利の高止まり、住宅税制の変更等があっ

た場合には購入者の住宅購入マインドの減退や買い控えに繋がる可能性があります。 

(2) 営業地域が首都圏に集中していること等について 

当社では、本店又は取扱棟数の増加した既存の支店及び営業所の近隣地域を中心とした営業所展開を行なってき

たことから、首都圏の1都3県（東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）に支店及び営業所が集中しております。 

したがって、当社の業績は当該地域における地価の動向、景気の動向等の影響を受けております。 

また、当社では経営基盤の拡充を目的として、平成16年6月に名古屋営業所(元天白営業所で現在名古屋支社に統

合)を開設する等中部圏への進出を行なうと共に、平成19年5月には仙台南営業所を開設し東北圏への進出も図っ

ております。 

しかしながら、この新たに進出した地域において、経営基盤の構築が当社の想定どおりに進まない場合には当社

の業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。なお、店舗政策につきましては、事業計画等を勘案しな

がら機動的に実施しており、当事業年度においては２店舗(蓮田営業所、千葉中央営業所)を僚店に統合いたしま

した。 

(3) 地価の変動について 

最近の地価については、全国的に下落傾向を示しております。 

当事業年度末現在、当社の保有する販売用不動産及び仕掛販売用不動産等の合計は総資産の70.9%を占めており

ます。将来、経済状況、需給バランスの悪化等の要因により地価が著しく変動した場合には、当社の業績や財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 競合及び価格競争の激化について 

当社では、事業計画等を勘案しながら地域展開を行ない、第一次取得者層をターゲットとした良質で低価格な戸

建住宅を提供し続けております。 

また、地域に密着した支社・支店及び営業所の配置によって、効率的な事業展開及び販売活動の早期化等を企図

しております。 

しかしながら、同業他社も多く、土地の仕入や販売活動において競合が発生します。更には、戸建住宅に限らず

分譲マンション等とも競合する場合もあります。 

今後においてそれらとの競合が激化して仕入件数あるいは販売棟数が減少した場合、又は価格競争等によって土

地仕入価格が上昇したり販売価格が下落して採算が悪化した場合には、当社の住宅価格及び業績の見通しに影響

を与える可能性があります。 
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 (5) 住宅品質保証について 

住宅の瑕疵保証期間については、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」によって10年間の保証が義務付け 

られております。 

当社は財団法人住宅保証機構及び株式会社日本住宅保証検査機構(以下、住宅保証機関という。)に登録してお 

り、当社の販売する戸建住宅は全て住宅保証機関の10年間の住宅性能保証を受けております。 

また、当社の販売する戸建分譲住宅 は「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」に基づく保険に

加入しております。当該保険に加入するためには、国土交通省の指定を受けた保険法人が定める設計施工基準に適

合し、当該保険法人の検査員による現場検査を受ける必要があります。そのため、当社におきましても施工を充実

させ、品質管理に対して万全を期しております。 

しかしながら、販売棟数の増加に伴い、保証工事費用は徐々に増加しており当社の業績への影響も少なくはあり

ません。更に、当社の販売した戸建住宅に重大な瑕疵があるとされた場合等、当社の責によるか否かを問わず、又

は実際の瑕疵の有無とは関係なく、それが根拠のない誤認であった場合においても、当社の信用に悪影響を及ぼし

当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

 (6) たな卸資産について 

戸建住宅の販売に際しては、過去の実績や経験等を活かした計画立案等によって想定される在庫リスクの排除に

努めておりますが、販売が不振となって販売価格を下げた場合や土地の仕入れ後において開発行為や販売活動に長

時間を要し、その間に土地価格が下落した場合等には、評価損が発生する等の在庫リスクが高まり、当社の業績に

影響を与える可能性があります。 

 (7) 借入への依存について 

 当社での土地の仕入資金は、主に金融機関からの借入によって調達するため、たな卸資産の増加によっては借

入総額も増加する傾向があります。総資産に占める借入金の割合は当事業年度末において16.0％となっておりま

す。 

 そのため、金融政策や当社の信用力の低下等によって借入金額に制約を受けた場合、戸建住宅の販売が当初予

定よりも遅延することによってたな卸資産が長期間滞留する場合、金利が上昇局面にある場合等の金融情勢の変

化等により、当社の業績に影響を与える可能性があります。  

 (8) 外注への依存度が高いことについて 

 当社は、当社の販売する戸建住宅の建物建築に関して、設計の一部及び現場監督を除いた全てを外注によって

おり、不動産販売原価に占める外注費の割合は当事業年度末で26.7％となっております。 

 当社では、戸建住宅の需要の変動や土地の供給の変動に対応し、人件費や稼働率の非効率化を避けるために原

則として外注業者を活用し、実績、納期及び外注単価等の観点から外注業者の選定を行なっております。 

 外注業者は、地域や工程によって分化されており、特に依存度の高い外注業者はありませんが、需要の拡大や

営業所の増設等によって販売棟数が増加することで全般的に外注業者が不足した場合等、必要な外注業者を必要

な時期に確保することが困難となったり、外注単価の上昇によって建築コストが増加したりする場合には、当社

の業績に影響を与える可能性があります。 

(9) 法的規制について 

 当社は、宅地建物取引業法に基づいた宅地建物取引業者として、国土交通大臣の免許を受けております。 

 また、建設業法に基づいた建設業者としての国土交通大臣の許可、建築士法に基づいた一級建築士事務所及び

二級建築士事務所としての東京都及び愛知県知事登録を行なっており、当社の商品である戸建住宅は建築基準法

等の規制を受けております。 

 当社では、土地の仕入から企画設計業務、施工業務、そして販売業務に至るまでの幅広い業務を行なっている

ために様々な法規制があります。 

 上記以外にも都市計画法、土地区画整理法、農地法、宅地造成等規制法、国土利用計画法、民法、住宅品質確

保促進法、リサイクル法、その他地方公共団体の条例を含めた様々な法規制に係わっております。 

 今後、これらの不動産関連法制が変更された場合や新たな法規制が設けられた場合には、新たな義務や費用の

発生等により、当社の業績に影響を与える可能性があります。 
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(10) 住宅新興事業協同組合について 

 当社は、株式会社商工組合中央金庫（以下、商工中金という。）からの転貸融資を受けるため、昭和63年に株

式会社飯田産業（現東証一部上場）、株式会社東栄住宅（現東証一部上場）と共に各社等分の出資（出資金合計

306百万円）によって住宅新興事業協同組合を設立いたしました。 

 商工中金の融資は、商工中金に出資している中小企業団体（組合）とその構成員に限定されており、商工中金

は住宅新興事業協同組合に対して事業資金の融資を行ない、住宅新興事業協同組合はその構成員に対する転貸融

資を行なっています。 

 当社では、土地の仕入資金等を商工中金から借入れる場合には、住宅新興事業協同組合からの転貸融資によっ

ております。 

 中小企業等協同組合法において協同組合に損失が発生した場合にその構成員は、当該協同組合に対する出資金

を限度として当該損失を補填することとされていることから、住宅新興事業協同組合の財政状態が悪化し損失が

発生した場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。  

 (11) 顧客情報等の管理について 

 当社は、当社物件の購入をご検討頂くお客様やご購入頂いたお客様等、多くのお客様の個人情報をお預りして

いるほか、様々な経営情報等を保有しております。 

 これらの情報の管理については、社内の情報管理システムを強化するとともに、個人情報の保護に関する規程

（情報管理規程）を設けて社員等への周知徹底を行なっております。 

 しかしながら、不測の事態により、万一、重要な情報が外部へ漏洩した場合には、当社の信用の失墜、それに

伴う売上高の減少並びに損害賠償等により、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

２．当社と当社の大株主との関係に関する事項  

 (1) 一建設株式会社との関係 

 当社株式の12.81％を保有する大株主である飯田和美氏は、一建設株式会社（平成16年2月1日に飯田建設工業株

式会社から社名変更、現JASDAQ上場）の代表取締役会長である飯田一男氏の配偶者であります。 

 また、当社株式の6.98％を保有する有限会社一商事は、飯田和美氏の資産管理会社であります。 

 一建設株式会社は、昭和61年5月から平成6年1月まで当社の親会社であり、飯田一男氏は昭和60年10月から平成

7年5月まで当社の代表取締役社長に就任しておりました。 

 飯田和美氏の保有する当社株式は、飯田一男氏より当社の代表取締役社長退任に伴って平成7年2月に譲渡され

たものであります。 

 現在、当社と一建設株式会社とは同業者ではありますが、事業上の関係は一切なく、当社の株式を売却するこ

とについての制約はないことから、安定株主として当社の株式を将来的に保有し続けるといった保証はありませ

ん。 

 (2) 株式会社飯田産業との関係 

 当社株式の2.07％を保有する大株主である森和彦氏は、株式会社飯田産業（現東証一部上場）の代表取締役会

長であります。 

 また、当社株式の4.99％を保有する有限会社Ｋ．フォレストは、森和彦氏の資産管理会社であります。 

 株式会社飯田産業は、昭和60年10月から当社の親会社となり、昭和61年5月から平成6年1月までは当社のその他

の関係会社でありました。 

 森和彦氏は、平成7年5月から平成10年7月まで当社の代表取締役社長に就任しておりました。 

 現在、当社と株式会社飯田産業とは同業者ではありますが、共に住宅新興事業協同組合の構成員であることの

ほか事業上の関係はなく、当社の株式を売却することについての制約はないことから、安定株主として当社の株

式を将来的に保有し続けるといった保証はありません。 
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 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社と当社の関係会社である住宅新興事業協同組合の2社によって

構成され、主に戸建住宅を中心とした不動産分譲事業を行なっております。 

 当社の事業内容、当社と住宅新興事業協同組合との主な不動産分譲事業に係わる位置付けにつきましては、次のと

おりであります。 

 (1) 不動産分譲事業 

 当社の主な事業である不動産分譲事業においては、戸建住宅を中心とした不動産の分譲販売を行なっておりま

す。 

 土地（戸建住宅用地）の仕入から、プロジェクトの企画、建物の設計、施工、販売及びアフターサービスに至

るまでの一貫したシステムをもって、首都圏（東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）、中部圏（愛知県）及び東

北圏(宮城県)を中心に事業展開を図っております。 

 建物仕様の規格化、小規模なプロジェクトを中心とした事業サイクルの短縮化を図り、品質面及び価格面にお

ける競争力を高めております。 

 また、株式会社商工組合中央金庫から事業用地の仕入資金を調達する際には、当社が組合員となっている住宅

新興事業協同組合を介した転貸融資をもって行なっており、資金調達における円滑化の確保に努めております。 

  

 (2) その他の事業 

 その他の事業においては、戸建住宅を中心とした請負工事の受注、不動産（テナント）の賃貸等を行なってお

ります。 

 なお、これらの事業については、その効率性や採算性等を勘案して現在のところ積極的な事業展開は行なって

おりません。 

 上記(1)にて記載した事項を標準的な事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

 「衣・食・住」の「衣」と「食」は満たされたと言われている現在でも、「住」については依然として高額である

ため、なかなか手が届かないのが現状です。 

 そこで、当社では「より良いもの（住まい）をより安く、より早く」をスローガンに揚げ、第一次取得者層の方々

を中心に喜んでご購入いただける戸建住宅の提供を行なっております。 

 住宅ニーズの根強い首都圏を中心として、「家づくり（品質）」そのものにはお客様の声（ニーズ）を反映、そし

て「価格」面でも充分にご満足いただけるような企業努力を惜しまないことによって、品質の向上とそれに相反する

低価格の両立を実現してまいりました。 

 今後においても、良質で低価格な戸建住宅の提供といった本業中心の事業展開を見据え、当社の経営理念である

「住まいづくりを通じた地域社会の発展に貢献」してまいります。 

(2）目標とする経営指標 

 当社は、企業価値の増大を図っていくために、次のとおり目標とする経営指標を掲げております。 

 ①  経常利益率/販売費及び一般管理費構成比 

 当社では、安定かつ継続した企業成長を目的として、安定かつ継続した利益体質の構築を重要な施策の一つと

して認識しております。 

 少数精鋭組織の維持等によって販売費及び一般管理費の構成比は、7.5％以内を確保、経常利益率については、

10.0％以上の達成を目標としてまいります。 

 なお、当事業年度における販売費及び一般管理費の構成比は、7.9％（前事業年度は7.2％）、経常利益率につ

いては、11.4％（前事業年度は△0.1％）となっております。 

 ② たな卸資産回転率/短期借入金回転率 

 当社では、利益体質の強化、健全なる財政状態の維持等を目的として「たな卸資産」と「短期借入金」におけ

る回転率の維持及び向上を重要な施策の一つとして認識しております。 

 たな卸資産回転率は年2回以上、短期借入金回転率については4.0回以上の確保を目標としております。 

 なお、当事業年度におけるたな卸回転率は2.5回転（前事業年度は2.2回転）、短期借入金回転率は10.7回転

（前事業年度は6.9回転）となっております。 

 （注）たな卸資産回転率及び短期借入金回転率の算定は、次のとおりであります。 

 ・たな卸資産回転率＝売上高/（期首たな卸資産+期末たな卸資産）/2 

 ・短期借入金回転率＝売上高/（期首短期借入金残高+期末短期借入金残高）/2 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社では、第一次取得者層の方々に喜んでご購入いただける良質で低価格な戸建住宅の提供を中心として、地域社

会の発展に伴った更なる企業成長を目指してまいります。 

 景気については、着実に回復してきているものの、住宅業界を取り巻く環境は、同業他社との競合激化等により引

き続き厳しいものが予想されます。 

 このような環境のもと、当社としては以下の経営戦略を遂行し業績向上を図ってまいります。 

① 顧客ニーズの変化を敏感に察し、それぞれの地域の特性にマッチした住宅設計を行うとともに、環境問題に適

応した住宅の提供を推進してまいります。 

② 一次取得者向けを中心とした「家賃並みでマイホームが購入できる」低価格で良質な住宅を提供するために、

更なる仕入物件の厳選化及び原価管理の強化を図ってまいります。 

③ 市場価格の動向を意識した機動的な販売戦略を駆使し、在庫回転率(年2回転以上)を高めることによる利益確保

を目指します。 

④ 少数精鋭主義を貫き、パーヘッド売上高(2億円を目標)のアップに資する販売体制・店舗展開等を行ってまいり

ます。  

  

  

３．経営方針
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(4）会社の対処すべき課題  

 我が国経済は、政府による緊急経済対策の効果等を背景に、着実な景気の持ち直しが見られました。また、不動

産業界においても、低迷した市況からの脱却が図られ堅調な推移が期待されます。 

このような事業環境の中において、当社は本業である戸建住宅を中心とした不動産分譲事業によるしっかりとした

利益体質を維持するために、次の課題に取組んでまいります。 

  

 ① 経営基盤の確保及び拡充 

安定かつ継続して魅力のある戸建住宅を提供していくためには、優良な土地仕入情報を確保することが最重要とな

ります。そのためには、エリアの情報を充分把握している地元不動産業者との連携が必須となります。当社では、

有力な地元不動産業者とのタイアップにより、双方が発展できる関係を築けるよう努めてまいります。また、更な

る基盤の拡大を目指し、未開拓地への進出も視野にいれた店舗展開を行ってまいります。 

 ② 省エネ住宅の提供 

 政府が緊急経済対策の一環として「住宅エコポイント」制度を創設したことを受けて、当社は、平成22年２月着

工分より同制度に対応した住宅を提供してまいりました。また、平成22年６月の建築確認済証取得物件より「次世

代省エネ基準及び住宅事業主の判断の基準」をクリアする等、国の省エネ関連施策に対応した住宅の提供を推進し

てまいります。 

 ③ 経営資源の有効かつ効率的な活用 

今後とも、成長し事業規模の拡大を図るためには、経営資源の活用が重要な課題となってまいります。その課題に

対応するため、事業規模に見合った適正な人員配置、即戦力及び新卒者の積極的な採用、OJTを中心とした社員教育

による質的向上等経営資源の有効かつ効率的な活用を目指してまいります。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 当社では、その他の会社経営上における重要な事項がないため、記載すべき事項はありません。 
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年５月31日) 

当事業年度 
(平成22年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,649 2,674

販売用不動産 ※1  6,866 ※1  3,310

仕掛販売用不動産 ※1  9,099 ※1  15,064

未成工事支出金 1,658 2,079

前渡金 20 168

前払費用 ※3  21 ※3  22

繰延税金資産 103 263

その他 116 74

流動資産合計 22,535 23,657

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,065 2,057

減価償却累計額 △261 △359

建物（純額） ※1  1,804 ※1  1,698

工具、器具及び備品 170 159

減価償却累計額 △102 △110

工具、器具及び備品（純額） 68 48

土地 ※1  2,248 ※1  2,248

有形固定資産合計 4,120 3,995

無形固定資産   

ソフトウエア 37 225

電話加入権 2 2

無形固定資産合計 40 227

投資その他の資産   

投資有価証券 127 477

出資金 4 4

関係会社出資金 102 102

長期前払費用 7 4

繰延税金資産 218 212

その他 173 153

投資その他の資産合計 634 954

固定資産合計 4,795 5,177

資産合計 27,330 28,834
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年５月31日) 

当事業年度 
(平成22年５月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 3,006 －

営業未払金 2,185 3,332

短期借入金 ※1,※2,※3  5,459 ※1,※2,※3  3,265

1年内返済予定の長期借入金 738 ※1  630

未払金 129 96

未払費用 ※3  88 ※3  146

未払法人税等 18 2,377

前受金 185 255

預り金 68 55

賞与引当金 － 183

役員賞与引当金 － 30

その他 139 3

流動負債合計 12,019 10,375

固定負債   

長期借入金 1,360 ※1  730

退職給付引当金 175 212

役員退職慰労引当金 200 221

保証工事引当金 328 306

その他 33 25

固定負債合計 2,098 1,497

負債合計 14,118 11,872

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,429 1,429

資本剰余金   

資本準備金 1,493 1,493

その他資本剰余金 － 444

資本剰余金合計 1,493 1,937

利益剰余金   

利益準備金 41 41

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 10,553 13,573

利益剰余金合計 10,594 13,614

自己株式 △246 －

株主資本合計 13,269 16,981

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △57 △18

評価・換算差額等合計 △57 △18

純資産合計 13,212 16,962

負債純資産合計 27,330 28,834

タクトホーム株式会社(8915) 平成22年5月期決算短信(非連結)
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年５月31日) 

売上高   

不動産販売高 57,865 46,439

請負工事収入 229 219

賃貸収入 8 4

その他の不動産収入 165 121

売上高合計 58,269 46,784

売上原価   

不動産販売原価 ※1  53,708 ※1  37,546

請負工事原価 179 158

賃貸原価 1 0

売上原価合計 53,888 37,705

売上総利益 4,380 9,078

販売費及び一般管理費   

販売手数料 1,338 1,216

広告宣伝費 431 87

役員報酬 146 152

給与手当 943 775

賞与 39 94

賞与引当金繰入額 － 125

退職給付引当金繰入額 34 35

役員退職慰労引当金繰入額 25 25

法定福利費 138 135

福利厚生費 28 34

通信交通費 53 36

減価償却費 101 145

地代家賃 153 92

租税公課 349 326

その他 414 414

販売費及び一般管理費合計 4,198 3,697

営業利益 181 5,380

営業外収益   

受取利息 0 4

受取配当金 2 2

安全協力会収受金 59 45

雑収入 21 12

営業外収益合計 84 65

タクトホーム株式会社(8915) 平成22年5月期決算短信(非連結)
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年５月31日) 

営業外費用   

支払利息 258 ※4  102

社債利息 13 －

雑損失 31 5

営業外費用合計 303 108

経常利益又は経常損失（△） △37 5,338

特別利益   

過年度労働保険料修正益 70 －

退職給付制度終了益 10 －

特別利益合計 80 －

特別損失   

過年度退職給付費用 85 －

投資有価証券評価損 10 －

固定資産除却損 ※2  28 ※2  8

店舗閉鎖損失 ※3  14 ※3  5

特別損失合計 139 13

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △95 5,324

法人税、住民税及び事業税 19 2,342

法人税等調整額 99 △153

法人税等合計 119 2,189

当期純利益又は当期純損失（△） △215 3,135

タクトホーム株式会社(8915) 平成22年5月期決算短信(非連結)
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 不動産販売原価明細書 

(注)  原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

請負工事原価明細書 

(注)  原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

賃貸原価明細書 

製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

  

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

  

Ⅰ 土地取得費    38,165  71.1  26,624  70.9   

Ⅱ 労務費    472  0.9  488  1.3   

Ⅲ 外注費    14,407  26.8  10,003  26.7   

Ⅳ 経費    662  1.2  429  1.1   

合計    53,708  100.0  37,546  100.0   

    
前事業年度 

（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

  

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

  

Ⅰ 労務費    6  3.4  8  5.1   

Ⅱ 外注費    166  93.1  144  91.6   

Ⅲ 経費    6  3.5  5  3.3   

合計    179  100.0  158  100.0   

    
前事業年度 

（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

  

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

  

Ⅰ 減価償却費    0  45.3  0  45.4   

Ⅱ その他経費    0  54.7  0  54.6   

合計    1  100.0  0  100.0   

タクトホーム株式会社(8915) 平成22年5月期決算短信(非連結)
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年５月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,429 1,429

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,429 1,429

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,493 1,493

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,493 1,493

その他資本剰余金   

前期末残高 － －

当期変動額   

自己株式の処分 － 444

当期変動額合計 － 444

当期末残高 － 444

資本剰余金合計   

前期末残高 1,493 1,493

当期変動額   

自己株式の処分 － 444

当期変動額合計 － 444

当期末残高 1,493 1,937

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 41 41

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 41 41

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 11,361 10,553

当期変動額   

剰余金の配当 △360 －

当期純利益又は当期純損失（△） △215 3,135

剰余金の配当（中間配当額） △232 △115

当期変動額合計 △808 3,020

当期末残高 10,553 13,573

タクトホーム株式会社(8915) 平成22年5月期決算短信(非連結)
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年５月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 11,402 10,594

当期変動額   

剰余金の配当 △360 －

当期純利益又は当期純損失（△） △215 3,135

剰余金の配当（中間配当額） △232 △115

当期変動額合計 △808 2,893

当期末残高 10,594 13,614

自己株式   

前期末残高 － △246

当期変動額   

自己株式の処分 － 246

自己株式の取得 △246 －

当期変動額合計 △246 246

当期末残高 △246 －

株主資本合計   

前期末残高 14,324 13,269

当期変動額   

剰余金の配当 △360 －

当期純利益又は当期純損失（△） △215 3,135

剰余金の配当（中間配当額） △232 △115

自己株式の取得 △246 －

自己株式の処分 － 690

当期変動額合計 △1,054 3,711

当期末残高 13,269 16,981

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △4 △57

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △52 38

当期変動額合計 △52 38

当期末残高 △57 △18

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △4 △57

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △52 38

当期変動額合計 △52 38

当期末残高 △57 △18
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年５月31日) 

純資産合計   

前期末残高 14,319 13,212

当期変動額   

剰余金の配当 △360 －

当期純利益又は当期純損失（△） △215 3,135

剰余金の配当（中間配当額） △232 △115

自己株式の処分 － 690

自己株式の取得 △246 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △52 38

当期変動額合計 △1,107 3,750

当期末残高 13,212 16,962
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △95 5,324

減価償却費 131 176

賞与引当金の増減額（△は減少） △145 183

退職給付引当金の増減額（△は減少） 91 37

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 30

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 25 21

保証工事引当金の増減額（△は減少） 88 △21

受取利息及び受取配当金 △3 △6

支払利息及び社債利息 272 102

投資有価証券評価損益（△は益） 10 －

有形固定資産除却損 28 8

たな卸資産の増減額（△は増加） 16,779 △2,830

前渡金の増減額（△は増加） 150 △147

その他の資産の増減額（△は増加） 19 68

仕入債務の増減額（△は減少） △3,036 △1,860

前受金の増減額（△は減少） 59 70

その他の負債の増減額（△は減少） △41 △108

小計 14,334 1,045

利息及び配当金の受取額 3 7

利息の支払額 △282 △104

法人税等の支払額 △489 △6

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,565 941

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期積金の預入による支出 △11 △13

定期積金の払戻による収入 24 －

出資金の取得による支出 △0 －

出資金の売却による収入 － 0

有価証券の取得による支出 － △312

有形固定資産の取得による支出 △1,013 －

無形固定資産の取得による支出 △5 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,005 △332

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,892 △2,194

長期借入れによる収入 1,022 －

長期借入金の返済による支出 △632 △738

社債の償還による支出 △2,000 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1 △242

自己株式の取得による支出 △246 －

自己株式の売却による収入 － 690

配当金の支払額 △592 △115

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,344 △2,599

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,214 △1,990

現金及び現金同等物の期首残高 434 4,649

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  4,649 ※1  2,659
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前事業年度(自 平成20年6月1日 至 平成21年5月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成21年6月1日 至 平成22年5月31日) 

該当事項はありません。 

継続企業の前提に関する注記

タクトホーム株式会社(8915) 平成22年5月期決算短信(非連結)
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重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

－  

  

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価額等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用してお

ります。  

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成

工事支出金 

 個別法による原価法(収益性の低下によ

る簿価切下げの方法) 

(会計方針の変更) 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 平成

18年7月5日 公表分 企業会計基準第9号)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響は僅少で

あります。  

販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成

工事支出金 

 個別法による原価法(収益性の低下によ

る簿価切下げの方法) 

－ 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法 

 ただし、平成10年4月1日以降に取得し

た建物（建物付属設備は除く）について

は、定額法。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

(1）有形固定資産(リース資産を除く) 

同左 

  建物         11～50年   

  工具器具備品           3～20年   

  (2）無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（5

年）に基づいております。 

(3) リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年5月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。  

(2）無形固定資産(リース資産を除く) 

同左 

  

  

  

(3) リース資産 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち当期に負担すべき額を計

上しております。 

(1）賞与引当金 

同左 

タクトホーム株式会社(8915) 平成22年5月期決算短信(非連結)
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項目 
前事業年度 

（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

  (2）       － 

  

  

    

(2) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備えるた

め、当事業年度における支給見込額に基

づき計上しております。   

  (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(11年)による定額法により費用処理する

こととしております。  

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(11年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしておりま

す。 

(会計方針の変更)  

当社は、退職給付債務の算定にあた

り、前事業年度まで簡便法によっており

ましたが、当事業年度から原則法による

算定方法に変更しております。  

この変更は、従業員の増加により、退

職給付債務の金額に重要性が生じたた

め、その算定の精度を高め、退職給付費

用の期間損益をより適正化するために行

ったものであります。 

この変更に伴い、当期首における退職

給付債務について計算した簡便法と原則

法の差額85百万円を特別損失に計上して

おります。 

この結果、従来と同一の方法によった

場合と比較して、当事業年度の売上総利

益は3百万円、営業利益は25百万円減少

し、経常損失は25百万円、税引前当期純

損失は100百万円増加しております。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により費用処理する

こととしております。  

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(５年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしておりま

す。 

(会計方針の変更)  

当事業年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」（企

業会計基準第19号 平成20年７月31日）

を適用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響はあ

りません。 

(追加情報) 

当社は、当事業年度より、従業員の平

均残存勤務期間の短縮に伴い、過去勤務

債務及び数理計算上の差異の償却年数を

それぞれ11年から５年に短縮しておりま

す。 

なお、この変更よる営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益に与える影響は

僅少であります。 

   (追加情報) 

当社は、平成20年12月1日に退職一時

金制度を変更するとともに、その一部に

ついて確定拠出年金制度へ移行いたしま

した。当該変更に伴い発生した過去勤務

債務20百万円は、発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(11年)に

よる按分額を費用処理し、売上原価・販

売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

また、確定拠出年金制度への移行に伴

い、当事業年度において退職給付制度終

了益10百万円を特別利益に計上しており

ます。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

  (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末要

支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

  (5) 保証工事引当金 

  保証工事に係る費用に備えるため、過

去の実績を基礎として算出した見積額を

対象物件の販売時に計上しております。

(5) 保証工事引当金 

同左 

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

① 税抜方式によっております。 

② 控除対象外消費税等は、固定資産に

係るものは投資その他の資産の「その

他」に計上し5年間で均等償却を行な

っており、それ以外は発生年度の期間

費用としております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 
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重要な会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成20年6月1日  

   至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日  

   至 平成22年5月31日） 

(リース取引に関する会計基準) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」(企業会計基準第13号 (平成5年6月17日 (企業

会計審議会第一部会)、平成19年3月30日改正))及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第16号 (平成6年1月18日 (日本公認会計士協会

会計制度委員会)、平成19年3月30日改正))を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響は僅少であります。  

－ 

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年6月1日  

   至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日  

   至 平成22年5月31日） 

(貸借対照表) 

前事業年度において独立掲記しておりました「前受収

益」(当事業年度0百万円)は、金額が僅少であるため当

事業年度においては流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

－ 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年5月31日） 

当事業年度 
（平成22年5月31日） 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

(1) 担保権の設定されている資産 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

(1) 担保権の設定されている資産 

  

 販売用不動産 百万円 510

 仕掛販売用不動産 百万円 3,770

 計 百万円 4,281

 販売用不動産 百万円 379

 仕掛販売用不動産 百万円 3,399

 建物 百万円 1,175

 土地 百万円 1,354

 計 百万円 6,309

   (2) 上記に対応する債務    (2) 上記に対応する債務 

  

 短期借入金 百万円 3,597

 計 百万円 3,597

短期借入金 百万円 3,265

１年内返済予定の

長期借入金 
 百万円 290

長期借入金 百万円 550

 計 百万円 4,105

(3) 担保権の設定が留保されている資産 (3)          － 

  

 販売用不動産 百万円 360

 仕掛販売用不動産 百万円 530

 計 百万円 891

  

  

(4) 上記に対応する債務 (4)          － 

 短期借入金 百万円 797

 計 百万円 797

  

      上記以外に販売用不動産997百万円及び仕掛販売用

不動産1,198百万円並びに土地845百万円及び建物

499百万円については、銀行取引に係る根抵当権(極

度額4,000百万円)が設定されております。 

      上記以外に土地 百万円及び建物 百万円につい

ては、銀行取引に係る根抵当権(極度額 百万

円)が設定されております。 

893 478

4,000

※２ 当社では土地仕入資金の効率的な調達として、取引

銀行7行と当座貸越契約を締結しております。 

これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

※２ 当社では土地仕入資金の効率的な調達として、取引

銀行5行と当座貸越契約を締結しております。 

これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 百万円18,300

借入実行残高 百万円3,940

差引額 百万円14,360

当座貸越極度額 百万円16,000

借入実行残高 百万円1,654

差引額 百万円14,345

   (当座貸越契約) 

     当事業年度において、経常損益が赤字となったこと

に伴い、当座貸越契約で定める条項に反し、貸主の

要請により期限の利益を喪失する可能性がある該当

銀行借入金が平成21年8月24日現在100百万円ありま

すが、当社は、銀行の要請に対応できる十分な手許

資金を運用・保有しており、資金繰り・財務状態に

大きな影響はありません。 

   

     

  

  

  

※３ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

ものの他次のものがあります。 

※３ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

ものの他次のものがあります。 

前払費用 百万円0

未払費用 百万円1

短期借入金 百万円1,023

前払費用 百万円0

未払費用 百万円0

短期借入金 百万円1,006
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

※１ 不動産販売原価には、以下のものが含まれておりま

す。 

※１ 不動産販売原価には、以下のものが含まれておりま

す。 

 たな卸資産評価損 百万円 36  たな卸資産評価損 百万円 △157

※２ 固定資産除却損の内訳は、以下のとおりでありま

す。           

※２ 固定資産除却損の内訳は、以下のとおりでありま

す。           

 建物 百万円 28

 工具、器具及び備品 百万円 0

 合計 百万円 28

 建物 百万円 6

 工具、器具及び備品 百万円 1

 合計 百万円 8

※３ 店舗閉鎖損失は、主に営業所の統廃合に伴い生じた

事務所賃貸借契約の解約に係る原状回復費用であり

ます。  

－  

※３           同左  

  

  

※４ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

関係会社への支払利息       百万円  18
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前事業年度 （自 平成20年6月1日 至 平成21年5月31日） 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加10,178株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものでありま

す。 

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が次事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

当事業年度 （自 平成21年6月1日 至 平成22年5月31日） 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)１.  普通株式の自己株式の株式数の減少10,178株は、自己株式の処分（株式の売出し）によるものでありま

す。 

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が次事業年度となるもの 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

 発行済株式                    

   普通株式 240,400 － － 240,400

 合計 240,400 － － 240,400

 自己株式                    

   普通株式 － 10,178 － 10,178

 合計 － 10,178 － 10,178

 決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年8月26日 

定時株主総会  
 普通株式 360 1,500 平成20年5月31日 平成20年8月27日 

 平成21年1月13日 

取締役会 
 普通株式 232 1,000  平成20年11月30日 平成21年2月9日 

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

 発行済株式                    

   普通株式 240,400 － － 240,400

 合計 240,400 － － 240,400

 自己株式                    

   普通株式（注）1 10,178 － 10,178 －

 合計 10,178 － 10,178 －

 決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年1月12日 

取締役会  
 普通株式 115 500 平成21年11月30日 平成22年2月8日 

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

1株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年8月24日 

定時株主総会  
普通株式 528 利益剰余金 2,200 平成22年5月31日 平成22年8月25日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

（平成21年5月31日現在）

  （百万円）

現金及び預金勘定  4,649

現金及び現金同等物  4,649

（平成22年5月31日現在）

  （百万円）

現金及び預金勘定  2,674

預入期間が３カ月を超える定期預金  △15

現金及び現金同等物  2,659

２ 重要な非資金取引の内容 

当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース

取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ16百万円

であります。  

２ 重要な非資金取引の内容 

当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース

取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ 百万

円であります。  

239
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年6月１日 

至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月１日 
至 平成22年5月31日） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

（1）リース資産の内容  

（ア）有形固定資産  

新本社のネットワーク構築に係る設備(工具、

器具及び備品)であります。 

（イ）無形固定資産 

ソフトウェアであります。  

（2）リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年5月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は以下のとおりで

あります。 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

（1）リース資産の内容  

（ア）有形固定資産  

同左 

  

（イ）無形固定資産 

同左  

（2）リース資産の減価償却の方法 

 同左  

  

  

  

  

  

  

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額相当
額(百万円) 

減価償却累計
額相当額   
 (百万円) 

期末残高相当
額(百万円) 

 工具器具備品  13  10  3

   合計  13  10  3

  
取得価額相当
額(百万円) 

減価償却累計
額相当額   
 (百万円) 

期末残高相当
額(百万円) 

 工具器具備品  13  11  1

   合計  13  11  1

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

(注)                   同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円 3

１年超 百万円 2

 合計 百万円 5

１年内 百万円 1

１年超 百万円 1

 合計 百万円 2

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

(注)          同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 百万円4

減価償却費相当額 百万円4

支払リース料 百万円3

減価償却費相当額 百万円1

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

率法 によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

         同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 百万円 5

１年超 百万円 9

 合計 百万円 14

１年内 百万円 5

１年超 百万円 9

 合計 百万円 15
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前事業年度（平成21年５月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券 （自 平成20年６月１日 至 平成21年５月31日） 

該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

該当事項はありません。 

（有価証券関係）

    
種類 取得原価 

（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 差額（百万円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1) 株式  1  1  0

(2) 債券                  

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  1  1  0

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1）株式  124  56  △68

(2）債券  －  －  －

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  124  56  △68

合計  126  57  △68

  貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券      

 非上場株式  69
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当事業年度（平成22年５月31日現在） 

１．満期保有目的の債券  

  

２．その他有価証券 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 69百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

３．当事業年度中に売却したその他有価証券 （自 平成21年６月１日 至 平成22年５月31日） 

該当事項はありません。 

                                                                                                       

    
種類 貸借対照表計上額 

（百万円） 時価（百万円） 
  

差額（百万円） 

時価が貸借対照表計上額

を超えるもの 

(1) 国債・地方債等  －  －  －

(2) 社債  304  308  4

(3）その他  －  －  －

小計  304  308  4

時価が貸借対照表計上額

を超えないもの 

(1）国債・地方債等  －  －  －

(2）社債  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

合計  304  308  4

    
種類 貸借対照表計上額 

（百万円） 
取得原価 
（百万円） 差額（百万円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1) 株式  48  20  27

(2) 債券                  

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  48  20  27

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1）株式  55  101  △46

(2）債券  －  －  －

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  55  101  △46

合計  103  122  △18
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前事業年度（自 平成20年6月1日 至 平成21年5月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成21年6月1日 至 平成22年5月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職一時金制度並びに一部確定拠出年金制度を採用しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（退職給付関係）

  
前事業年度 

（平成21年5月31日） 
当事業年度 

（平成22年5月31日） 

退職給付債務（百万円）       △170             △173      

未積立退職給付債務（百万円）       △170             △173      

未認識数理計算上の差異（百万円）       △20             △51      

未認識過去勤務債務（百万円）       15             12      

退職給付引当金（百万円）       △175             △212      

  
前事業年度 

（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

勤務費用（百万円）       44             41      

利息費用（百万円）       2             2      

数理計算上の差異の費用処理額（百万円）       －             △4      

過去勤務債務の費用処理額（百万円）       0             3      

確定拠出年金への掛金支払額（百万円）       4             9      

退職給付費用（百万円）       51             52      

  
前事業年度 

（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

割引率 1.5%     同左   

数理計算上の差異の処理年数 

  

  

  

  

  

11年(各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。)  

年(各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。)  

5

過去勤務債務の額の処理年数 

  

11年(発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により費用処理するこ

ととしております。) 

年(発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により費用処理するこ

ととしております。) 

5
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前事業年度 (自 平成20年6月1日 至 平成21年5月31日)  

該当事項はありません。 

当事業年度 (自 平成21年6月1日 至 平成22年5月31日)  

該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

繰延税金資産 （百万円） 

未払事業税  2

退職給付引当金  71

役員退職慰労引当金  81

保証工事引当金  133

繰越欠損金  98

その他  83

繰延税金資産小計  468

評価性引当額  △143

繰延税金資産合計  325

繰延税金負債      

前払労働保険料  △2

その他   △1

繰延税金負債合計  △3

繰延税金資産の純額  322

繰延税金資産 （百万円） 

未払事業税  176

賞与引当金  67

退職給付引当金  84

役員退職慰労引当金  90

保証工事引当金  124

その他  96

繰延税金資産小計  639

評価性引当額  △162

繰延税金資産合計  477

繰延税金負債      

前払労働保険料  △1

繰延税金負債合計  △1

繰延税金資産の純額  476

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

税引前当期純損失が計上されているため記載しており

ません。 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載は省略しております。 

（持分法損益等）

前事業年度 
（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

 関連会社に対する投資の重要性が乏しいため、記載を省

略しております。 

同左 
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前事業年度（自 平成20年6月1日 至 平成21年5月31日） 

(追加情報) 

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準第11号 平成18年10月17日)及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日)を適用してお

ります。 

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。  

関連当事者との取引 

財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等  

(注) １．資金の借入については、利率は市場金利等を勘案して合理的に決定しており、返済条件は期間1年未満、一

括返済としております。 

当事業年度（自 平成21年6月1日 至 平成22年5月31日） 

  

関連当事者との取引 

財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等  

(注) １．資金の借入については、利率は市場金利等を勘案して合理的に決定しており、返済条件は期間1年未満、一

括返済としております。 

（関連当事者情報）

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有割
合 
（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

関連会社 
住宅新興

事業(協) 

東京都 

武蔵野市 
 306 金融事業 

(所有) 

直接 33.3

資金の借入 

役員の兼任 

借入利息の

支払 
 28 前払費用 0

転貸手数料

の支払 
 2 未払費用 1

資金の借入  3,081 短期借入金 1,023

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有割
合 
（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

関連会社 
住宅新興

事業(協) 

東京都 

武蔵野市 
 306 金融事業 

(所有) 

直接 33.3

資金の借入 

役員の兼任 

借入利息の

支払 
 17 前払費用 0

転貸手数料

の支払 
 1 未払費用 0

資金の借入  2,768 短期借入金 1,006
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(注)  1株当たり当期純利益金額及び1株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日） 

1株当たり純資産額   57,389 円 52 銭

1株当たり当期純損失金額     915 円 46 銭

1株当たり純資産額     円   銭70,558 79

1株当たり当期純利益金額  円   銭13,438 79

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

同左 

  
前事業年度 

(自 平成20年6月1日 
至 平成21年5月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年6月1日 
至 平成22年5月31日) 

1株当たり当期純利益金額又は1株当たり当期純損

失金額 
           

当期純利益又は当期純損失(△)（百万円）  △215  3,135

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失金額

(△)（百万円） 
 △215  3,135

期中平均株式数（株）  235,204  233,317
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金融商品、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ

るため開示を省略しております。 

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成20年6月1日 
 至 平成21年5月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年6月1日 
 至 平成22年5月31日） 

重要な資産の担保提供   

下記不動産について平成21年６月２日に長期借入金(残

高1,130百万円)に対する担保提供のため、抵当権を設定

しております。 

  

(1) 重要な資産の担保提供理由 

取引金融機関からの要請により担保提供するもので

あります。  

          － 

(2) 担保提供物件 

土地1,354百万円及び建物1,249百万円  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

         －  

子会社の設立 

平成22年５月31日開催の取締役会において、次のとお

り子会社を設立することを決議し、平成22年６月２日に

設立いたしました。 

１.子会社設立の理由 

当社事業の収益体質強化策の一環として、関連事業の

拡大及びコスト削減等を目的として設立いたしました。

２.子会社の概要 

２－１ 

(1) 商号 ティーアラウンド株式会社 

(2) 代表者 代表取締役会長 山本 重穂   

(当社代表取締役社長) 

代表取締役社長 江波戸 健 

(当社取締役 事業推進本部長) 

(3) 所在地 東京都西東京市 

(4) 設立年月日 平成22年６月２日 

(5) 主な事業の内容 不動産業、損害保険代理店業 

住宅関連設備等販売等  

(6) 決算期 ５月31日 

(7) 資本金 ５百万円 

(8) 大株主及び株主比率 当社 100% 

  

２－２ 

(1) 商号 株式会社ソリド・ワン 

(2) 代表者 代表取締役会長 山本 重穂   

(当社代表取締役社長) 

代表取締役社長 有馬 弘宣 

(3) 所在地 東京都西東京市 

(4) 設立年月日 平成22年６月２日 

(5) 主な事業の内容 建物解体工事業、建築土木工 

事業等  

(6) 決算期 ５月31日 

(7) 資本金 ５百万円 

(8) 大株主及び株主比率 当社 100% 

  

（開示の省略）
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(1）役員の異動 

  Ⅰ．代表者の異動 

   該当事項はありません。 

 Ⅱ．その他の役員の異動 

  該当事項はありません。  

  

(2）その他 

 ① 生産、受注及び販売の状況 

ⅰ．生産実績 

当事業年度における生産実績を事業の品目別に示すと、次のとおりであります。  

  

（注）１．上記の金額は、販売価格によっております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

ⅱ．受注実績 

当社では、見込生産を行なっているため、該当事項はありません。 

ⅲ．販売実績 

当事業年度における事業部門別の販売実績は、次のとおりであります。 

  

５．その他

      第27期   

 事業部門別 品  目  
（自 平成21年6月1日 至 平成22年5月31日）  

      件  数（棟）   金  額（百万円） 前事業年度比（％）  

    不動産分譲 

  

戸建住宅   755  21,919  △52.8

 マンション  －  －  －

合   計   755  21,919  △52.8

      第27期   

 事業部門別 品  目  
（自 平成21年6月1日 至 平成22年5月31日）  

      件  数（棟）   金  額（百万円） 前事業年度比（％）  

  戸建住宅   1,449  44,803  △21.0

不動産分譲 宅地分譲  57  1,636  42.6

  マンション   －  －  －

   （小  計）  1,506  46,439  △19.7

   請負工事   19  219  △4.3

  賃  貸  －  4  △51.7

そ の 他 

  
そ の 他  －  121  △26.5

   （小  計）  19  345  △14.4

合   計   1,525  46,784  △19.7
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また、不動産分譲事業（戸建住宅・宅地分譲）における地域別の販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．件数欄については、戸建住宅及び宅地分譲の棟数及び区画数を表示しております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

地  域 件  数（棟） 金  額（百万円） 前事業年度比（％） 

東京都  464  17,094  1.6

埼玉県  384  10,802  △37.6

神奈川県  209  6,610  △25.8

千葉県  278  7,314  △37.2

愛知県  115  3,225  79.5

宮城県  56  1,391  10.3

合計  1,506  46,439  △19.7
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